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市有財産の売却について、次のとおり一般競争入札を実施する。

西尾市長　中　村　　健

１　入札に付する物件（建物等解体撤去条件付き土地）

㎡ 円

（注）予定価格は、土地の不動産鑑定評価額から、建物等解体撤去費を控除した金額とする。

（注）予定価格とは、最低売却価格であり、予定価格未満での入札は無効とする。

２　解体撤去の対象となる建物等（※建物等は売却物件ではありません。）

建物等の解体及び撤去条件

宅地

建 築 年 昭和46年（一部昭和52年増築）

　本件土地の所有権移転の日から１年以内に、買受人は建物等を解体及び撤去するものとする。
解体及び撤去の対象となる建物等とは、本件土地に存する建物とそれに付随する設備、備品、倉
庫、工作物、遊具、浄化槽、給排水設備、植栽（伐根）、建物基礎、柵、擁壁、アスファルト舗
装などすべてとし、整地まですること。（アスベストが含有する建材の除去を含む。）
　なお、本件土地の南東に隣接する無地番地に越境している柵及び擁壁も買受人が解体及び撤去
して整地まですること。
　また、隣接する神社との境界にある側溝は本件土地にあるが、神社本殿からの雨水排水を受け
ているので解体及び撤去の対象に含まれていない。所有権移転後の取扱いは、買受人において関
係団体と協議をすること。本件土地の北側にある電柱及び支線については所有権移転後、買受人
が直接電柱設置者等と協議をすること。

令和６年１０月１５日

物件
番号

所在地 登記地目

西尾市一色町味浜上乾地4番4

旧子育て支援センターいっしき

鉄骨造鉄板葺平家建

668.78㎡

名　　称

構　　造

延床面積

西尾市公告第　　　　号

実測面積 予定価格

2,969.48 28,173,000１
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３　入札者に必要な資格

次のいずれかに該当する方は入札に参加できません。

４　財産売払入札心得書及び契約条項を示す日時及び場所

（１）日時 から までの

（２）場所 西尾市役所子ども部家庭児童支援課（４階）

５　入札参加申込みの受付

（１）日時 から までの

（２）場所 西尾市役所子ども部家庭児童支援課（４階）

（火） 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ６ 日（金）

午前８時３０分から午後４時３０分まで（土曜日、日曜日、国民の祝日に関

する法律に規定する休日を除きます。）

（１）当該入札に係る契約を締結する能力を有しない方及び破産者で復権を得ない方

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項に該当し一般

　競争入札への参加を停止された方

（３）法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）の役員等（法人にあって

　は非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の

　役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその方及び支店又は営

　業所を代表する方をいう。以下同じ。）に、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

　る法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴

　力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規

　定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景

　として暴力的不法行為を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいると認められる

　法人等

（４）暴力団員又は暴力団関係者がその法人等の経営又は運営に実質的に関与していると

　認められる法人等

令和６年１０月１５日

令 和 ６ 年 １ １ 月 １ 日（金） 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ６ 日（金）

午前８時３０分から午後４時３０分まで（土曜日、日曜日、国民の祝日に関

する法律に規定する休日を除きます。）

　入札に参加しようとする方は、以下の期間に入札参加申込書等を持参しなければなりませ

ん。なお、郵送等での入札参加申込みはできないものとします。

　申込者が暴力団に該当するか否かについて、「西尾市が行う事務及び事業からの暴力団排

除に関する合意書」（平成２４年３月２７日締結）に基づき、愛知県西尾警察署に照会する

ことがありますのでご承知ください。
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６　入札保証金の受付及び入札執行

（１）入札保証金の受付

ア　日時 午前９時から午前１０時まで

　※　午前９時４０分までに受付場所に入室してください。

イ　場所

（２）入札執行

ア　日時 午前１０時３０分から

　※　参加者が多数の場合は、開始時間が遅れる場合があります。

イ　場所

７　入札保証金

８　契約書作成の要否

要

９　入札の無効

西尾市契約規則第１２条及び財産売払入札心得書第８条に該当する入札は、無効とします。

１０　代金支払方法

納入通知書による一括納入とします。

令和６年１２月１６日

　当日、午前１０時１０分から、入札会場で入札の説明を予定しておりますので、必ず
出席してください。

　入札に参加しようとする方は、現金又は銀行等が振出し若しくは支払保証をした小切手に

より、入札金額の１００分の５以上の金額を入札保証金として、入札執行日の午前９時から

午前１０時までの間に納めなければなりません。

　※　受付場所に入札執行日の午前９時４０分までに入室してください。

（月）

西尾市役所５５会議室（５階）

令和６年１２月１６日（月）

西尾市役所３１ＡＢ会議室（３階）
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１１　契約の解除

１２　禁止用途

１３　公害防止協定

１４　現地説明

から

（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日

を除きます。）の午前９時から午後４時の間に対応しますので、事前に電話でお申込みく

ださい。

　落札者が工場等を建設する場合は、近隣住民の生活環境の保全のため、必要に応じて市と

公害防止協定を締結するものとします。

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ６ 日（金）

　物件の所在地において現地説明を希望される方は、令 和 ６ 年 １ １ 月 １ 日（金）

　契約者が、契約書の定める義務を履行しないときは、契約を解除することがあります。

　また、契約後に契約者が、西尾市が行う公有財産の処分契約等からの暴力団排除に関する

事務取扱要綱により排除措置を受けた場合においては、市は契約を解除するとともに、これ

によって生じた市の損害を賠償するよう請求します。

（１）落札者は、土地売買契約締結の日から５年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業

　務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗

　営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、

　又は供させてはなりません。

（２）落札者は、暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体

　等に指定されているものの事務所その他これらに類するものの用に供し、又はこれらの

　用に供されることを知りながら所有権を第三者に移転し、若しくは貸してはなりません。

（３）落札者が、この契約に係る権利の全部又は一部を第三者に譲渡するときは、前２号

　の事項について遵守する旨を譲受人との契約書に契約条件として加え、譲受人からの更

　なる転売についても承認させなければならないものとします。
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○西尾市契約規則（抄）
（入札の無効）
第１２条　次の各号に掲げる入札は、無効とする。
　（１）入札参加者の資格を有しない者のした入札
　（２）所定の日時までに所定の場所に到達しない入札
　（３）入札に際して談合等による不正行為があった入札
　（４）同一事項の入札に対し、２以上の意志表示をした入札
　（５）記名及び押印のない入札(インターネットを利用した入札を除く。)
　（６）入札書の記載事項が確認できない入札
　（７）その他契約担当者があらかじめ指示した事項に違反した入札

○財産売払入札心得書（抄）

第８条　次のいずれかに該当する入札は、無効とします。

　（１）市有財産一般競争入札参加申込書（入札参加者が代理人である場合は、本人の委任状

　　を添付すること。）及び誓約書を提出していない方のした入札

　（２）入札参加者の資格を有しない方（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

　　第１６７条の４及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３の規定に該当

　　する方）がした入札

　（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団及び、

　　この公告の日から入札日までの期間において、西尾市が行う公有財産の処分契約等からの

　　暴力団排除に関する事務取扱要綱により排除措置を受けた方のした入札

　（４）所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない方のした入札及び入札保証金が入札

　　金額の１００分の５以上の額に達しない方のした入札

　（５）所定の日時までに所定の場所に到達しない入札

　（６）入札に際して連合等による不正行為があった入札

　（７）同一事項の入札に対し、２以上の意思表示をした入札

　（８）他人の代理を兼ねた方又は２以上の代理をした方の入札

　（９）入札者の入札金額、氏名(法人にあっては名称及び代表者名）の確認しがたいもの、

　　押印のないもの、鉛筆書きのもの、その他主要な事項が確認できない入札

　（１０）入札書の金額の表示を訂正した入札

　（１１）その他契約担当者があらかじめ指示した事項に違反した入札
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から まで

※土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。

午前８時３０分 から 午後４時３０分 まで

西尾市役所 子ども部 家庭児童支援課（４階）

から

応しますので、事前に電話でお申込みください。

郵便等での参加申込みはできませんので、上記まで持参してください。

午前１０時１０分から

から まで

※土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。

西尾市役所 子ども部 家庭児童支援課（４階）

契約日から３５日（５週）以内

物件所在地において現地説明を希望される方は、

（土曜日、日曜日、国民の祝日に関す

る法律に規定する休日を除く。）までの午前９時から午後４時までの間に対

【　市有財産売払いの流れ　】

（金）

令 和 ６ 年 １ ２ 月 ６ 日 （金）
現 地 説 明

入　　　　札
(入札保証金の

納付)

日 に ち 令和６年１２月１６日 （月）

令 和 ６ 年 １ １ 月 １ 日 （金） 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ６ 日 （金）

入札参加申込み
令 和 ６ 年 １ １ 月 １ 日

日 に ち

時 間

場 所

注 意 事 項

注 意 事 項

午前９時 から 午前１０時 まで
※　午前９時４０分までに受付場所に入室し
　　てください。

西尾市役所５５会議室（５階）

西尾市役所３１ＡＢ会議室（３階）

同上
午前１０時３０分から
※　参加者が多数の場合は開始時間が遅れる
　　場合があります。

売買代金の納付

日 に ち

注 意 事 項
契約保証金は充当することとし、残金を納入してください。
売買代金が完納された時に所有権は移転し、売買物件は現状のまま引き渡された
ものとします。

入札保証金は、入札金額の１００分の５以上の金額を現金又は金融機関発行の小
切手により納付してください。
入札の説明会については、必ず出席してください。

入札保証金の受付

入 札 の 説 明

入 札 執 行

注 意 事 項

契約保証金は、契約金額の１００分の５以上の金額を納付してください。
なお、入札保証金を契約保証金に充当することができます。

＊契約締結の際には、事前に担当までご連絡ください。
　直通電話　０５６３－６５－２１７９　担当：岡田・堀内

落 札 　落札されなかった方の入札保証金は、当日お返しします。

契　　　　約
（契約保証金の

納付）

日 に ち
令和６年１２月１６日 （月） 令和６年１２月２６日 （木）

場 所

所有権移転登記 　所有権移転登記は、西尾市が行います。
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登記地目 頁
登記

面積（㎡）

実測

宅地

物 件 調 書 一 覧 表

物件
番号

所在地

１ Ｐ８2,969.48西尾市一色町味浜上乾地4番4 2,969.48
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物件 旧子育て支援センターいっしき（建物等解体撤去条件付き土地）

土地 所在地 西尾市一色町味浜上乾地4番4

登記地目 宅地

実測面積 2,969.48㎡ 登記面積同じ

解体撤去の対象となる建物等（※建物等は売却物件ではありません。）

建物　鉄骨造鉄板葺平家建　668.78㎡

建物等の解体及び撤去条件

予定価格

（注）予定価格は、不動産鑑定評価額から、建物等解体撤去費を控除した金額とする。

接面道路 北側　味浜一色5号線    東側　味浜10号線　　西側　味浜14号線

（すべて建築基準法第42条第1項第1号道路）

法令等に基づく制限

都市計画法 市街化区域

建築基準法 用途区域 第一種中高層住居専用地域

建ぺい率 日影規制 有

容積率 防火地区 建築基準法第22条区域

斜線制限 道路・隣地 その他 居住誘導区域

高度制限 有

施設整備状況（配線・配管の状況）

電　気 引き込み可 上水道 接面道路配管：有

下水道 接面道路配管：有、受益者負担金：有、取付管：有 都市ガス：無

交通機関（物件からの直線距離）

鉄道 名鉄西尾線　福地駅　北東方約3.8km

バス 名鉄東部交通バス一色線　赤羽根口バス停　東南方約0.2km

公共機関 西尾市役所一色支所　南方約1.7km

西尾市立一色中部小学校　南方約0.6km

参考事項

　

28,173,000円

60%

150%

　この土地は、隣接する八王子神社の境内地であったが、昭和45年に旧一色町が購入して保
育園を建設し、平成22年から平成29年までは子育て支援センターいっしきとして利用してい
た。東側に隣接する上乾地4番6には市の防災無線アンテナがある。

物 件 調 書

　本件土地の所有権移転の日から１年以内に、買受人は建物等を解体及び撤去するものと
する。解体及び撤去の対象となる建物等とは、本件土地に存する建物とそれに付随する設
備、備品、倉庫、工作物、遊具、浄化槽、給排水設備、植栽（伐根）、建物基礎、柵、擁
壁、アスファルト舗装などすべて解体及び撤去して整地まですること。（アスベストが含
有する建材の除去を含む。）
　なお、本件土地の南東に隣接する無地番地に越境している柵及び擁壁も買受人が解体及
び撤去して整地まですること。
　また、隣接する神社との境界にある側溝は本件土地にあるが、神社本殿からの雨水排水
を受けているので解体及び撤去の対象に含まれていない。所有権移転後の取扱いは、買受
人において関係団体と協議をする。本件土地の北側にある電柱及び支線については所有権
移転後、買受人が直接電柱設置者等と協議をする。
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Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示
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注意：原本を縮小していますので、表記の縮尺とは異なります
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注意：原本を縮小していますので、表記の縮尺とは異なります
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財産売払入札心得書

第１条　市有財産一般競争入札参加希望者は、市有財産売払公告、本心得書及び建物等解

　体撤去条件付土地売買契約書（案）並びに物件の現況等を熟覧のうえ入札してください。

第２条　現物と公告数量等が符合しない場合でも、これを理由として契約の締結を拒むこ

　とはできません。

第３条　入札における販売促進のため、予定価格を公表する場合があります。

第４条　入札参加者は、事前に市有財産一般競争入札参加申込書及び誓約書を提出してく

　ださい。なお、代理人により入札する場合は、市有財産一般競争入札参加申込書の提出

　と同時に必ず委任状を提出してください。ただし、１人で２人以上の代理を兼ねること

　はできません。

２　次のいずれかに該当する方は、入札に参加できません。

　⑴　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない方及び破産者で復権を得ない方

　⑵　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項に該当し一般

　　競争入札への参加を停止された方

　⑶　法人等（法人又は団体若しくは個人をいいます。以下同じ。）の役員等（法人に

　　あっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあって

　　は法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその方及び

　　支店又は営業所を代表する方をいいます。以下同じ。）に、暴力団員による不当な行

　　為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」といいます。）第

　　２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」といいます。）又は暴力団員では

　　ないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持

　　ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為を行う方（以下「暴力団関係

　　者」といいます。）がいると認められる法人等

　⑷　暴力団員又は暴力団関係者がその法人等の経営又は運営に実質的に関与していると

　　認められる法人等

３　申込書を提出された方が暴力団に該当するか否かについて、「西尾市が行う事務及び

　事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２４年３月２７日締結）に基づき、愛知

　県西尾警察署に照会することがありますのでご承知ください。

第５条　入札参加者は、入札執行日の所定の時間までに、入札保証金として、入札金額の

　１００分の５以上（円未満切上げ）に相当する金額を現金又は銀行等が振り出し、若し

　くは支払保証をした小切手により納付しなければなりません。

２　入札保証金は、落札者以外の入札者に対しては入札執行後に還付します。落札者に対

　しては契約締結後に還付できますが、本人の申し出により第１２条に規定する契約保証

　金に充当することができます。

　　なお、入札者が法人でも個人であっても営業に関して入札に参加した方は、還付され
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　る領収証書に２００円の収入印紙が必要になります。また、入札保証金を積増した場合

　は、そのつど必要となります。

３　入札保証金を納付した方は、入札保証金を納付した日からその還付を受ける日までの

　期間に対する利息の支払を請求することはできません。

４　落札者が落札決定の日から１０日以内（期間の末日が市の休日に当たるときは、市の

　休日の翌日が当該期間の末日になります。）に売買契約を締結しない場合には、その落

　札は無効となり、入札保証金は市に帰属することとなります。

第６条　入札書には、入札年月日、入札者の住所及び氏名（法人にあっては名称及び代表

　者名）を記入の上、押印してください。

２　金額の記入は算用数字を用い、最初の数字の前に金又は￥の文字を記入してください。

　また、入札保証金額を入札金額の下段に記入してください。

第７条　入札は、入札書を封筒に入れ、封をした後、入札者の住所及び氏名を封筒に表記

　し、市の担当者の指示に従い、会場に設置された入札箱に投入しなければなりません。

２　提出した入札書は、その事由のいかんにかかわらず書換え、引換え又は撤回すること

　はできません。

　　なお、記入にあたっては、万年筆又はボールペンをご使用ください。

〔記入例〕

（表） （裏）

入札者住所、名称

及び代表者氏名

第８条　次のいずれかに該当する入札は、無効とします。

　⑴　市有財産一般競争入札参加申込書（入札参加者が代理人である場合は、本人の委任

　　状を添付すること。）及び誓約書を提出していない方のした入札

　⑵　入札参加者の資格を有しない方（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

　　第１６７条の４及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３の規定に

　　該当する方）がした入札

　⑶　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団及

　　び、この公告の日から入札日までの期間において、西尾市が行う公有財産の処分契約

　　等からの暴力団排除に関する事務取扱要綱により排除措置を受けた方のした入札

　⑷　所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない方のした入札及び入札保証金が入

　　札金額の１００分の５以上の額に達しない方のした入札

　⑸　所定の日時までに所定の場所に到達しない入札

　⑹　入札に際して連合等による不正行為があった入札

　⑺　同一事項の入札に対し、２以上の意思表示をした入札

入　札　書　在　中 ㊞ ㊞㊞

㊞
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　⑻　他人の代理を兼ねた方又は２以上の代理をした方の入札

　⑼　入札者の入札金額、氏名(法人にあっては名称及び代表者名）の確認しがたいもの、

　　押印のないもの、鉛筆書きのもの、その他主要な事項が確認できない入札

　(10)　入札書の金額の表示を訂正した入札

　(11)　その他契約担当者があらかじめ指示した事項に違反した入札

第９条　開札は、入札者の面前で行います。ただし、入札者又はその代理人が開札場所に

　同席しない場合には、入札に関係ない市の職員を立ち会わせて開札します。この場合、

　異議の申し立てはできません。

第１０条　開札の結果、予定価格に達する入札のない場合で、入札参加者が再度の入札を

　希望するときは、直ちに再入札を行います。この場合において、入札保証金が不足する

　入札参加者については、再入札前に不足分を追加納付していただきます。

２　予定価格を公表した場合の入札回数は、１回とし再度入札は行いません。

第１１条　落札者は、市の予定価格以上の最高の価格をもって入札した方に決定します。

　ただし、落札者となる同価格の入札者が２人以上あるときは、直ちにくじによって落札

　者を決定します。この場合において、くじを引かない方があるときは、代わって入札に

　関係ない市の職員にくじを引かせます。

第１２条　落札者は、契約締結の際、契約保証金として契約金額の１００分の５以上

　(円未満切上げ)に相当する金額を、現金又は銀行等が振出し、若しくは支払保証をした

　小切手により納めなければなりません。

２  前項の契約保証金は、売買代金に充当します。

第１３条　契約締結後、入札において談合等の不正な事実が判明した場合は、落札者に対

　し土地売買契約書(案)特約条項に基づき損害賠償を請求します。

２　契約締結後契約者が、西尾市が行う公有財産の処分契約等からの暴力団排除に関する

　事務取扱要綱により排除措置を受けた場合においては、市は契約を解除するとともに、

　これにより生じた市の損害の損害賠償を請求します。

第１４条　入札結果については、その内容(物件の所在地、数量、落札者(個人の方の氏名

　は公表しません。)、落札額及び入札参加者数)を公表することがあります。

第１５条　入札者は、入札後、市有財産売払公告、本心得書及び建物等解体撤去条件付土

　地売買契約書(案)並びに物件の現況等についての不知又は不明を理由として異議を申し

　立てることはできません。

第１６条　本心得書に定めのない事項は、すべて地方自治法、地方自治法施行令及び西尾

　市契約規則の定めるところによって処理します。
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地 方 自 治法 施行 令（ 抄）

　（一般競争入札の参加者の資格）

第１６７条の４　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札

　に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

　（１）当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者

　（２）破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

　（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

　　第３２条第１項各号に掲げる者

２　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

　当すると認められるときは、その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参

　加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

　て使用する者についても、また同様とする。

　（１）契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

　　品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。

　（２）競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の

　　成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。

　（３）落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。

　（４）地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員

　　の職務の執行を妨げたとき。

　（５）正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。

　（６）契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

　　意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。

　（７）この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされ

　　ている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として

　　使用したとき。

地 方 自 治 法 （ 抄 ）

　（職員の行為の制限）

第２３８条の３　公有財産に関する事務に従事する職員は、その取扱いに係る公有財産を

　譲り受け、又は自己の所有物と交換することができない。

２　前項の規定に違反する行為は、これを無効とする。
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所在地番 登記地目 登記面積 実測面積

第２条　売買物件は、次のとおり。

　売払人西尾市（以下「甲」という。）と買受人〔※落札者名〕（以下「乙」という。）

とは、次の条項により土地売買契約を締結する。

　（信義誠実の義務）

第１条　甲乙両者は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。

　（売買物件）

　（売買代金）

第３条　売買代金は、金〔※　落札金額　〕円とする。

　（契約保証金）

第４条　乙は、本契約締結に際し、契約保証金として金〔※落札金額の１割以上〕円を現金

　売買代金に充当するものとする。

　する。

２　乙は、前項の納付期限までに、売買代金から乙が既に納付した契約保証金を除く金額を

収 入
印 紙

又は銀行等が振出し、若しくは支払保証をした小切手により甲に納付しなければならない。

２　前項の契約保証金は、第２１条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。

３　第１項の契約保証金には、利息を付さない。

４　甲は、乙が第５条第２項に定める義務を履行したときは、第１項に定める契約保証金を

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48㎡ 2,969.48㎡

建物等解体撤去条件付土地売買契約書（案）

甲の発行する納入通知書により、甲の指定する場所に納入しなければならない。

５　乙が第５条第２項、第６条第２項に定める義務を履行しないときは、第１項に定める契

　（履行遅延による遅延損害金）

第６条　甲は、乙が売買代金を納付期限までに納入しなかったときは、当該売買代金につい

　て、納付期限の翌日から納入する日までの期間の日数に応じ、契約日における政府契約の

　支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき

　財務大臣が決定した率で計算した遅延損害金（１００円未満の額は切り捨てる。）を乙に

　請求することができる。ただし、遅延損害金が１，０００円未満のときは、遅延損害金を

　請求しないものとする。

２　乙は、前項により遅延損害金の請求を受けたときは、甲が指定する方法により速やかに

　支払わなければならない。

３　第１項の場合において、年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当

　たりの割合とする。

　約保証金は、甲に帰属するものとする。

第５条　売買代金の納付期限は、令和　　年　　月　　日〔※本契約日から３５日以内〕と

　（売買代金の納入方法）
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　（売買物件の引渡し）

第９条　売買物件は、第７条の規定により売買物件の所有権が乙に移転した時に、現状のま

　ま甲から乙へ引き渡しされるものとする。

　（危険負担）

第７条　売買物件の所有権は、乙が売買代金（前条の遅延損害金を含む。）を完納した時に

　（所有権の移転）

第１０条　乙は、本契約締結の時から売買物件の引き渡しの時までの間において、当該物件

　が甲の責に帰すことのできない事由により滅失又はき傷した場合には、甲に対して売買代

　乙に移転するものとする。

　（登記の嘱託）

第８条　乙は、前条の規定による所有権移転後１０日以内に、甲に対し、所有権移転登記の

　嘱託を請求するとともに、登記嘱託に必要なものを提出し、甲は、その請求により遅滞な

　く所轄法務局に所有権移転登記を嘱託するものとする。ただし、乙が、自ら所管法務局に

２　登記に必要な登録免許税は、乙の負担とする。

　所有権移転登記を嘱託することを希望する場合はこの限りではない。

　工計画書を提出し、甲の承認を受けなければなければならない。

６　乙は解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤去に伴う廃棄物の処理が完了したときには

　、書面により完了報告書を提出し、甲乙の両者現場立ち会いのもと、完了確認を行わなけ

　ればならない。

名称 旧子育て支援センターいっしき

構造 鉄骨造鉄板葺平家建

解体及び撤
去の対象と
しないもの

隣接する神社との境界にある側溝（神社本殿からの雨水排水を受けている。所有
権移転後の取扱いは、乙が関係団体と協議をする。）
電柱及び支線（所有権移転後の取扱いは、乙が電柱設置者等と協議をする。）

売買物件の土地に存する建物とそれに付随する設備、地下埋設物、備品、倉庫、
工作物、遊具、浄化槽、給排水設備、植栽（伐根）、建物基礎、柵、擁壁、アス
ファルト舗装など残置物の一切を含む。（アスベストが含有する建材の除去を含
む。）
売買物件の土地の南東に隣接する無地番地に越境している柵及び擁壁

２　解体撤去条件付きの建物等は次のとおり

　金の減免又は契約の解除を請求することができない。

　（契約不適合責任の免責）

第１１条　乙は、本契約締結後、民法（明治２９年法律第８９号）以外の法律に特別の定め

　があるものを除くほか、売買物件の種類、品質又は数量に関して、本契約の内容に適合し

　を請求することができない。

　ない状態があったとしても、甲に売買代金の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除

　（建物等の解体及び撤去）

　ない。

第１２条　乙は、売買物件の所有権移転の日から１年以内に、乙は解体及び撤去の対象とな

　る建物等（以下「解体撤去条件付きの建物等」という。）を解体及び撤去しなければなら

３　解体及び撤去に係る一切の費用は乙の負担とする。

４　解体撤去条件付き建物等を解体及び撤去した後は、整地までする。

５　乙は、解体撤去条件付き建物等の解体及び撤去の工事着手前に、甲に対して解体工事施

延床面積 ６６８．７８㎡

その他
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　らない。

第１６条　乙は、土地売買契約締結の日から５年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務

　の責務を負うものとする。

　するまでは、本件土地を第三者に譲渡してはならない。

　の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、

　同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又は供さ

　せてはならない。

２　乙は、暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等に指定

　されているものの事務所その他これらに類するものの用に供し、また、これらの用に供さ

　（特則）

　（実地調査等）

第１７条　甲は、前条に定める特則に関し、必要があると認めるときは、乙に対し、物件を

　調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。

２　乙は、甲から要求があるときは、売買物件の利用状況等を直ちに甲に報告しなければな

　らない。

　れることを知りながら所有権を第三者に移転し又は貸してはならない。

３　乙が、この契約に係る権利の全部又は一部を第三者に譲渡するときは、前２項の事項に

　ついて遵守する旨を譲受人との契約書に契約条件として加え、譲受人からの更なる転売に

　ついても承認させなければならない。

４　乙が工場等を建設する場合は、近隣住民の生活環境の保全のため、必要に応じて公害防

　止協定を甲と締結するものとする。

　（土地の権利譲渡の制限）

第１５条　乙は、第１２条の規定に基づく解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤去が完了

　び撤去に伴う廃棄物等を適切に処理しなければならない。

１０　乙は、関係法令に定められた処理方法に基づき、解体撤去条件付きの建物等の解体及

　可等が必要なときは、乙の責任において行うものとする。

　（管理責任）

第１３条　本件土地及び解体撤去条件付きの建物等の管理責任及び第三者へ損害等を与えた

　場合の損害賠償、その他一切の責任は、この売買契約にかかる所有権移転の日から乙がそ

７　解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤去並びに廃棄物の処理等においては、関係法令

　を遵守するとともに、解体及び撤去に伴い、第三者から苦情や異議申し立てがあったとき

　は、乙の負担において解決するものとする。また、第三者に危害又は損害を与えた場合は

　、乙がその責を負う。

８　乙は、やむを得ない事由で解体及び撤去の期限を延長する必要がある場合、あらかじめ

　延長する理由を付した書面及び甲が求める資料を提出し、甲から承認を得なければならな

　い。

９　乙は、解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤去に伴い、官公署等との協議、届出、許

１１　乙は解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤去にあたり、関係機関及び近隣住民等の

　地元関係者との協議、調整等を自らの責任で行い、適切に対応しなければならない。また

　、乙は解体及び撤去に伴う振動による影響で近隣家屋に損害を与える可能性がある場合に

　は事前に家屋調査をするものとする。

　（使用・収益権の制限）

第１４条　乙は、解体撤去条件付きの建物等の管理又は解体及び撤去に必要な範囲を超えて

　、第三者に使用させてはならない。また、解体撤去条件付きの建物等について、質権、抵

　当権、使借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定してはな
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３　乙は、正当な理由なく前２項に定める調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報告若

　告若しくは資料の提出を怠ったときは、金〔※落札金額の１割〕円を違約金として甲に対

　し支払わなければならない。

３　前２項の違約金は、第２１条に定める損害賠償に係る損害賠償額の予定又はその一部と

　解釈しない。

　（契約の解除）

第１９条　甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することがで

　しくは資料の提出を怠ってはならない。

　（違約金）

第１８条　乙は、第１２条及び第１６条に定める義務に違反したときは、金〔※落札金額の

　３割〕円を違約金として甲に対し支払わなければならない。

２　乙は、前条第３項に定める義務に違反して調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は報

　させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。

２　乙は、前項の規定により売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに当該

　物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。

３　甲は、前条の規定により解除権を行使したときは、乙が支払った第５条第２項の売買代

　金を乙に返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。

４　甲は、前条の規定により解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要費、有

　きる。

２　甲は、乙が「西尾市が行う公有財産の処分契約等からの暴力団排除に関する事務取扱要

　綱」により排除措置を受けたときは、本契約を解除することができる。

　（原状回復及び返還金等）

第２０条　乙は、甲が前条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日までに

　売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状に回復

　（返還金の相殺）

第２２条　甲は、第２０条第３項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が前条

　に定める損害賠償金を支払う義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺

　する。

　（契約の費用）

第２３条　本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、すべて乙の負担とする。

　益費その他一切の費用は償還しない。なお、乙が解体撤去条件付きの建物等の解体及び撤

　（損害賠償）

第２１条　甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害

　の賠償を請求することができる。

２　甲は、第１９条第２項により本契約を解除したときは、これによって生じた損害を乙に

　対して請求することができる。

　支出した費用その他費用があっても、 乙に償還しない。

　（公租公課の負担）

第２４条　売買土地に賦課される公租公課は、本契約締結の前後により各自の負担とする。

　（疑義の決定）

第２５条　本契約に関して疑義があるとき、又は本契約に定めのない事項については、甲乙

　協議の上決定する。
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甲 売払人 西尾市寄住町下田２２番地

西尾市

西尾市長　中　村　　健

乙 買受人 住　所

氏　名

　（裁判管轄）

第２６条　本契約に関する訴えの管轄は、甲の所在地を管轄区域とする名古屋地方裁判所岡

　崎支部とする。

　上記の契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その１

通を保有する。

（注）契約書上において、〔※　　　〕と記載してある箇所については、所要の事項を記載

　令和　　年　　月　　日

する。
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特　約　条　項

号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は乙が構成事業者であ

る事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委

員会が乙に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準

用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）

を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３

　　条第２項の規定により取り消された場合を含む。）

　（総則）

第１条 この特約は、この特約が添付される契約（以下「本契約」という。）と一体をな

　（談合その他不正行為に係る解除）

第２条 西尾市（以下「甲」という。）は、契約の相手方（以下「乙」という。）がこの契

　約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。

（１）乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

　す。

　　ての事業活動があったとされたとき。

（３）納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の

規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取

引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件

について、公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当

該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

（２）納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令

（これらの命令が乙又は乙が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）

に対して行われたときは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に対して

行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該

命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この

契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行とし

　　よる刑が確定したとき。

２ 乙が共同企業体である場合における前項の規定については、その代表者又は構成員が

　同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。

３ 前２項の規定により契約が解除された場合における当該解除に係る違約金の徴収につ

いては、本契約の定めるところによる。ただし、この解除により乙に損害を及ぼしても

　甲はその責任を負わない。

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野

　　に該当するものであるとき。

（４）乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律第

４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１

　　号に規定する刑が確定したとき。

（５）乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第１９８条の規定に
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　の額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請求することができる。

に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６

　　項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に認める場合は、この限りでない。

２ 乙は、次の各号のいずれかに該当したときは、前項の規定にかかわらず、契約金額の

　１０分の３に相当する額を支払わなければならない。

（１）前条第１項第１号に規定する確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２

　　第７項の規定の適用があるとき。

　（談合その他不正行為に係る賠償金の支払い）

第３条 乙は、前条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除するか否か

にかかわらず、賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額を甲が指定する期限

までに支払わなければならない。乙がこの契約を履行した後も同様とする。ただし、前

条第１項第１号から第３号のうち、審決の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項

４ 前各項の場合において、乙が共同企業体であるときは、代表者又は構成員は、賠償金

を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に共同企業体を解散しているときは、

　代表者であった者又は構成員であった者についても、同様とする。

（２）前条第１項第４号に規定する刑に係る確定判決において、乙が違反行為の首謀者

　　であることが明らかになったとき。

（３）乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行なっていない旨の誓約書を提出

　　しているとき。

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金
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様式第１号

令和　　年　　月　　日

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

代理人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

執行の下記物件番号の市有財産売払いの一般競争入札に

参加したいので、入札参加を申し込みます。

㎡

（注）１　共有名義による入札を希望する場合は、持分割合を明記すること。

　　　２　印鑑は、朱肉を使用し鮮明に押印すること。（スタンプ印不可）

１

所在地

西尾市一色町味浜上乾地4番4

物件番号 登記地目 実測面積

宅地 2,969.48

市有財産一般競争入札参加申込書

㊞

㊞

令和６年１２月１６日

記
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様式第２号

代理人 住　所

氏　名

私は、上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

次の物件に係る市有財産売払いの一般競争入札に関する一切の権限

㎡

令和　　年　　月　　日

（宛先）西 尾 市 長

委任者 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

（注）１　代理人の住所・氏名は、必ず委任者が自書すること。

１

㊞

委　　任　　状

記

物件番号 所在地 登記地目 実測面積

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48
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様式第３号

令和　　年　　月　　日

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

代理人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

下記事項について、誓約いたします。

しておりません。

規定に該当したことはありません。

３　財産売払入札心得書第４条第２項第３号及び第４号の規定に該当しておりません。

１ 現在、地方自治法施行令第１６７条の４第１項第１号及び第２号の規定に該当

２ 過去３年間、地方自治法施行令第１６７条の４第２項第１号から第７号までの

誓　　約　　書

㊞

㊞

記
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様式第４号

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

代理人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

下記のとおり入札いたします。

入札する物件

㎡

（注）１　金額の数字は算用数字を用い、頭に「金」又は「￥」の文字を記入すること。

　　　２　代理人の場合は、入札者の住所・氏名も記入すること。

（入札参加申込書の記載と同一の記載とする。）

　　　３　共有名義による入札を希望する場合は、持分割合を明記すること。

（入札参加申込書の記載と同一の記載とする。）

１

所在地

西尾市一色町味浜上乾地4番4

登記地目

宅地

物件番号 実測面積

2,969.48

入札保証金額

億 千万 百万 十万 万 千 百 円十

㊞

記

入札金額

入　　札　　書

㊞

令和６年１２月１６日
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様式第１号

日付は から

令和 年 月 日

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称

及び代表者名 西　尾　　太　郎

電話番号　<××××>　　××－××××

代理人 住所 △△市△△町△△番地

氏名又は名称

及び代表者名 三　河　　次　郎

電話番号　<□□□□>　　□□－□□□□

執行の下記物件番号の市有財産売払いの一般競争入札に参加したい

ので、入札参加を申し込みます。

㎡

（注）１　共有名義による入札を希望する場合は、持分割合を明記すること。

　　　２　印鑑は、朱肉を使用し鮮明に押印すること。（スタンプ印不可）

１

までの期間内令和６年１１月１日 令和６年１２月６日

記　載　例（１）　※代理人による入札の場合

西
尾

三
河

法人又は共有者が申込人の場合は、委任状の記載例を参考にしてください。

16 11

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48

市有財産一般競争入札参加申込書

令和６年１２月１６日

記

物件番号 所在地 登記地目 実測面積
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様式第１号

日付は から

令和 年 月 日

（宛先） 西 尾 市 長

① 申込人 住所 ○○市○○町○○番地

②全員の押印があること 氏名又は名称 （持分２分の１）

及び代表者名 西　尾　　太　郎

電話番号　<××××>　　××－××××

抹消し、申請人の訂正印  代理人 住所 ○○市○○町○○番地

を押印してください

氏名又は名称 （持分２分の１）

及び代表者名 西　尾　　花　子

電話番号　<××××>　　××－××××

執行の下記物件番号の市有財産売払いの一般競争入札に参加したい

ので、入札参加を申し込みます。

㎡

（注）１　共有名義による入札を希望する場合は、持分割合を明記すること。

　　　２　印鑑は、朱肉を使用し鮮明に押印すること。（スタンプ印不可）

１

令和６年１１月１日 令和６年１２月６日 までの期間内

持分割合を記載すること

３人以上の時は、左側の余
白に記載すること

③

令和６年１２月１６日

記

物件番号 所在地 登記地目 実測面積

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48

記　載　例（２）　※共有名義による入札の場合

市有財産一般競争入札参加申込書

6 11 1

西
尾

西
尾
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様式第２号

代理人 住　所 △△市△△町△△番地

氏　名 三　河　　次　郎

私は、上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。

次の物件に係る市有財産売払いの一般競争入札に関する一切の権限

㎡

令和 年 月 日

（宛先）西 尾 市 長

委任者 住所

氏名又は名称

及び代表者名

電話番号　<　　　　>　　　　－

（注）１　代理人の住所・氏名は、必ず委任者が自書すること。

１

㊞

記　載　例　※代理人による入札の場合のみ必要

6 11 1

次ページ参照

委　　任　　状

記

物件番号 所在地 登記地目 実測面積

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48
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Ａ 委任者が法人の場合

委任者 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称 愛知株式会社

及び代表者名 代表取締役　愛知三郎

電話番号　<××××>　　××－××××

Ｂ 委任者が共有により２人以上の場合

委任者 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称 （持分２分の１）

及び代表者名 西　尾　　太　郎

電話番号　<××××>　　××－××××

委任者 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称 （持分２分の１）

及び代表者名 西　尾　　花　子

電話番号　<××××>　　××－××××

Ｂ 共有者のうち１人が代表者として入札する場合（代理人は代表者となります。）

委任者 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称 （持分２分の１）

及び代表者名 西　尾　　花　子

電話番号　<××××>　　××－××××

西
尾

西
尾

余白に記載して
ください。

西
尾

社印は任意ですが、用いる場合はすべてに押印が必要となります。

代表
者印
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様式第３号

日付は から

令和 年 月 日

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所 ○○市○○町○○番地

氏名又は名称

及び代表者名 西　尾　　太　郎

電話番号　<××××>　　××－××××

代理人 住所 △△市△△町△△番地

氏名又は名称

及び代表者名 三　河　　次　郎

電話番号　<□□□□>　　□□－□□□□

下記事項について、誓約いたします。

しておりません。

規定に該当したことはありません。

３　財産売払入札心得書第４条第２項第３号及び第４号の規定に該当しておりません。

令和６年１１月１日 令和６年１２月６日

6 11 1

西
尾

三
河

までの期間内

１ 現在、地方自治法施行令第１６７条の４第１項第１号及び第２号の規定に該当

２ 過去３年間、地方自治法施行令第１６７条の４第２項第１号から第７号までの

記

誓　　約　　書

記　載　例
※市有財産一般競争入札参加申込書（様式第１号）の記載と同じになる
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様式第４号

（宛先） 西 尾 市 長

申込人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

代理人 住所

氏名又は名称

及び代表者名

下記のとおり入札いたします。

入札する物件

㎡

（注）１　金額の数字は算用数字を用い、頭に「金」又は「￥」の文字を記入すること。

　　　２　代理人の場合は、入札者の住所・氏名も記入すること。

（入札参加申込書の記載と同一の記載とする。）

　　　３　共有名義による入札を希望する場合は、持分割合を明記すること。

（入札参加申込書の記載と同一の記載とする。）

１

入　　札　　書

㊞

㊞

億 千万 百万 十万 万 千

○ ○ ○ ○

記　載　例

当日、納入した金額を記載してください。

金額の頭に「金」又は「￥」を記入してください。

金額は入札保障金額の「２０倍」までです。

○

物件番号 所在地 登記地目 実測面積

西尾市一色町味浜上乾地4番4 宅地 2,969.48

入札保証金額 金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

入札金額
金 ○ ○ ○ ○

百 十 円

令和６年１２月１６日
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１　入札執行等の日時及び場所
（１）入札保証金の受付

① 日　時 午前９時から午前１０時まで
※　午前９時４０分までに受付場所に入室してください。

② 場　所
（２）入札執行

① 日　時 午前１０時３０分から
※　参加者が多数の場合は、開始時間が遅れる場合があります。

② 場　所

２　連絡先
（１）直通電話　０５６３－６５－２１７９
（２）担　　当　西尾市役所 子ども部 家庭児童支援課　ひとり親・庶務担当（岡田）

３　当日の持ち物
（１）印鑑（代理人により入札する場合は、代理人の印鑑）

※ 入札参加申込みの提出書類に押印した印鑑であること。
（２）入札保証金（入札金額の１００分の５以上に相当する額）

※ 入札保証金は、物件ごとに分けて納付してください。
（３）収入印紙（営業で参加の場合のみ。１件２００円）

※ 落札とならなかった場合の返還金（入札保証金）の領収証書用です。

４　会場案内図

令和６年１２月１６日（月）

西尾市役所３１ＡＢ会議室（３階）

※　午前１０時１０分から入札会場で入札の説明を行いますので、必ず
　参加してください。

入 札 会 場 の ご 案 内

令和６年１２月１６日（月）

西尾市役所５５会議室（５階）

入札会場

入札保証金の受付
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